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株主総会会場ご案内図
会  場 交通のご案内

ＪＲ線・京浜急行線「品川駅」（高輪口）より徒歩約３分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

品川プリンスホテル
メインタワー32階 アクアマリン32
東京都港区高輪四丁目10番30号／電話（03）3440-1111（代表）

当日ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

〔会場ご入場時のお願い〕
体温の計測、マスクの着用、手指の消毒等の感染拡大防止へのご協力をお願い申し上げます。
なお、計測時37.5度以上の発熱が確認された場合は、ご入場をお断りいたします。

・品川プリンスホテルメインタワー入口から２階までエスカレーターをご利用いただき、２階より宴会場専用エレ
ベーターで32階の会場受付までお越しください。

・ご来場に際しましては、公共交通機関のご利用をお願い申し上げます。

定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知

日 時 目 次

2021年６月29日（火曜日）
午前10時

証券コード：6390

招集ご通知……………………………………… 1
株主総会参考書類……………………………… 5
　第１号議案　剰余金の処分の件
　第２号議案　取締役（監査等委員である
　　　　　　　取締役を除く）６名選任の件
　第３号議案　取締役（監査等委員である
　　　　　　取締役および社外取締役を
　　　　　　除く）に対する譲渡制限付
　　　　　　株式の割当てのための報酬
　　　　　　決定の件
（添付書類）
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連結計算書類……………………………………26
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監査報告書………………………………………30

書面（郵送）またはインターネットによる
議決権行使期限

2021年６月28日（月曜日）
午後５時30分まで

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、会場へのご来場はできるだけお控
えいただき、書面（郵送）またはイン
ターネットによる議決権の事前行使を
強くお願い申し上げます。

第122回 

場 所
東京都港区高輪四丁目10番30号
品川プリンスホテル
メインタワー32階 アクアマリン32

末尾の「株主総会会場ご案内図」を
ご参照ください。
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（証券コード6390）
2021年６月８日

株 主 各 位
東京都品川区東大井一丁目９番37号

代表取締役
社 長 加 藤 公 康

第122回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第122回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、本株主総会につきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主様の健康状
態にかかわらず、株主総会当日の来場はお控えいただくとともに、ご出席に代えて書面またはイ
ンターネットにより、事前に議決権を行使いただきますようお願い申し上げます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、３～４ページ記載のご案内に沿って、
2021年６月28日（月曜日）午後５時30分までに議決権を行使いただきますようお願い申し上
げます。

敬 具
記

1. 日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時
2. 場 所 東京都港区高輪四丁目10番30号

品川プリンスホテル メインタワー32階 アクアマリン32
3. 会議の目的事項
　報告事項
1. 第122期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書
類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第122期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類の内容報告の件
　決議事項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）に対する譲渡制限
付株式の割当てのための報酬決定の件

以 上
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○お願い
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。また、紙資源節約のため本招集ご通知をご持参くださいますようお願
い申し上げます。
・当日ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解くださいますようお願い
申し上げます。
○お知らせ
・当社は、法令および当社定款第14条の規定に基づき、添付書類のうち次に掲げる事項を当社
ウェブサイト（http://www.kato-works.co.jp/) に掲載しておりますので、本添付書類には
記載しておりません。従いまして、本添付書類は、監査等委員会が監査報告の作成に際して監
査をした事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに会計監査人が会計監査報告の作成に
際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であります。
(1)事業報告の「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）およびその運用状況」
および「剰余金の配当等の決定に関する方針」

(2)連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
(3)計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」

・株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kato-works.co.jp/) に修正内容を掲載さ
せていただきます。

新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について
　新型コロナウイルス感染拡大防止に向け株主総会当日の対応について、以下のとおりご案内申
し上げます。株主の皆様のご理解とご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。
【当社の対応】
・出席役員・運営スタッフは事前に体調確認・検温を実施し、当日はマスクを着用いたします。
・会場受付および議長席に飛沫防止用のアクリル板を設置いたします。
・会場入口および会場内数ヵ所にアルコール消毒液を設置いたします。

【株主様へのお願い】
・ご来場の際にスタッフによる検温を実施いたします。なお、計測時に37.5度以上の発熱や体
調不良が見受けられる場合は、ご入場をお断りいたします。予めご了承願います。
・会場内ではマスクの着用をお願いします。またアルコール消毒液の使用にご協力ください。
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議決権行使のご案内

書面（郵送）で
議決権を行使する方法

インターネットで
議決権を行使する方法

2021年６月28日（月曜日） 2021年６月28日（月曜日）
午後５時30分到着分まで 午後５時30分入力完了分まで

同封の議決権行使書用紙に各議案の賛否
をご表示のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

行使期限 行使期限

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよ
うお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

株主総会に
ご出席する方法

第１号、第３号議案

第２号議案

当日ご出席の際は、お手数ながら、同封
の議決権行使書用紙を会場受付へご提出
ください。

2021年６月29日（火曜日）

 賛成の場合

 全員賛成の場合

午前10時

 反対する場合

 全員反対する場合

  一部の候補者を 
反対する場合

＞＞

株主総会開催日時

＞＞

＞＞

＞＞

＞＞

「賛」の欄に〇印

「賛」の欄に〇印

「否」の欄に〇印

「否」の欄に〇印
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を 
ご記入ください。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取扱い
たします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いたします。
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インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決
権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

インターネット等による
議決権行使のご案内

「次へすすむ」をクリック

1.   議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「パスワード」
を入力し、「次へ」をクリック

3.   パスワードの入力

入 力

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

2. ログインする

クリック

入 力

受付時間
平日9：00～21：00

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

ふ0120-768-524

議決権行使サイトに関するお問い合わせ

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイト
へアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パス
ワード」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※ QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

※ 「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

2021年6月28日（月曜日）
午後5時30分まで

議決権
行使期限

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/議決権行使
ウェブサイト

1.   議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。

2.   以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使書 お願い

見本

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 4 ―

2021年05月25日 19時43分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 5 ―

株主総会参考書類
　
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、安定配当を基本としながら、企業体質の強化を図るため、内部留保に留意しつつ、
経営環境や収益状況等を総合的に勘案したうえで、株主の皆様のご希望にお応えしていきたい
と考えております。
当期の中間配当金につきましては無配といたしましたが、期末配当金につきましては、
上記方針に基づき１株につき10円といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
１．配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金10円 総額 117,172,700円
２．剰余金の配当が効力を生じる日

2021年６月30日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く）全員は、本総会の終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く）６名の選任をお願いするも
のであります。
なお、監査等委員会から、本議案は妥当であり、本総会において陳述すべき特段の事項はな
い旨の意見を受けております。
　 取締役（監査等委員である取締役を除く）の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位

1 加
か

　藤
と う

　公
き み

　康
や す

代表取締役社長 再任

2 岡
お か

　田
だ

　美津男
み つ お

取締役専務執行役員 再任

3 渡
わ た

　邊
な べ

　孝
た か

　雄
お

取締役執行役員 再任

4 石
い し

　居
い

　孝
た か

　嗣
つ ぐ

取締役執行役員 再任

5 近
こ ん ど う や す ひ ろ

藤 康 博 執行役員 新任

6 おおかみ よし あき

狼 嘉 彰 取締役 再任 社外 独立

2021年05月25日 19時43分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 7 ―

候補者番号

1 加
か

　藤
と う

　公
き み

　康
や す

再任
●生年月日
1968年８月25日生

●所有する当社の株式の数
　 350,580株

●取締役会への出席状況
　12/12（100％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1991年４月 当社入社
1993年７月 当社監査役室長
1996年８月 当社技術本部長
1997年５月 当社資材本部長
1997年６月 当社取締役技術本部長・資材本部長
2001年６月 当社取締役・常務執行役員経営企画担当
2004年６月 当社代表取締役社長（現任）

重要な兼職の状況
加藤（中国）工程机械有限公司董事
KATO WORKS（THAILAND）CO.,LTD.取締役

取締役候補者とした理由
同氏は、当社代表取締役社長として豊富な経験を有し、現在も当社
の最高執行責任者としてリーダーシップを発揮し、現在取締役会に
おける経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果た
していることから、同氏の能力および経験等を当社の経営に生かす
ため、引き続き取締役として選任をお願いするものです。

候補者番号

2 岡
お か

　田
だ

　美津男
み つ お

再任
●生年月日
1954年７月13日生

●所有する当社の株式の数
　 6,566株
●取締役会への出席状況
　12/12（100％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1977年４月 当社入社
2006年７月 当社設計第一部長
2010年６月 当社執行役員開発本部長
2012年６月 当社取締役・執行役員開発本部長
2014年６月 当社取締役・執行役員製造本部長兼開発本部長
2016年６月 当社取締役・常務執行役員製造部門兼開発部門担当、

ISO担当
2020年６月 当社取締役・専務執行役員製造本部長兼茨城工場長、

ISO・プロダクトサポート部・品質保証部担当（現任）

取締役候補者とした理由
同氏は、長年にわたり当社の製造開発部門の業務に携わり、技術開
発分野における豊富な経験と実績を有しており、現在取締役会にお
ける経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たし
ていることから、同氏の能力および経験等を当社の経営に生かすた
め、引き続き取締役として選任をお願いするものです。
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候補者番号

3 渡
わ た

　邊
な べ

　孝
た か

　雄
お

再任
●生年月日
1961年12月25日生
●所有する当社の株式の数
　 2,473株
●取締役会への出席状況
　12/12（100％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1984年４月 当社入社
2012年４月 当社名古屋支店長
2015年５月 当社建機営業部長
2015年７月 当社執行役員営業部長（建設機械担当）
2018年６月 当社取締役・執行役員国内営業本部長兼建設機械営業部

長（現任）

取締役候補者とした理由
同氏は、長年にわたり当社の営業部門の業務に携わり、国内市場に
おいて、豊富な経験と実績を有しており、現在取締役会における経
営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たしている
ことから、同氏の能力および経験等を当社の経営に生かすため、引
き続き取締役として選任をお願いするものです。

候補者番号

4 石
い し

　居
い

　孝
た か

　嗣
つ ぐ

再任
●生年月日
1955年１月30日生

●所有する当社の株式の数
　 2,473株
●取締役会への出席状況
　12/12（100％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1977年４月 石川島播磨重工業株式会社（現 株式会社IHI）入社
2003年７月 同社エネルギー事業本部電力プロジェクト海外営業部

部長
2007年７月 同社クアラルンプール事務所 所長
2012年６月 IHI 建 機株式会社（2016 年 11 月 株式会社 KATO

HICOMに商号変更）取締役営業統括部 統括部長
2017年６月 同社取締役営業統括部 統括部長兼当社海外営業統括部

長
2018年３月 当社海外営業統括部長兼HICOM事業部営業統括部長
2018年６月 当社取締役・執行役員海外営業部長
2020年６月 当社取締役・執行役員海外統括本部長兼海外営業部長

（現任）

重要な兼職の状況
加藤中国工程机械有限公司董事
加藤中駿（厦門）建機有限公司監事
KATO IMER S.p.A.取締役、KATO EUROPE B.V.社長
ICOMAC,INC.社長

取締役候補者とした理由
同氏は、株式会社IHIにおいて主に海外営業に携わり、また、IHI建
機株式会社において国内および海外営業に携わり、豊富な経験と実
績を有しており、現在取締役会における経営の重要事項の決定や業
務執行の監督に十分な役割を果たしていることから、同氏の能力お
よび経験等を当社の経営に生かすため、引き続き取締役として選任
をお願いするものです。
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候補者番号

5 近
こ ん ど う や す ひ ろ

藤 康 博
新任
●生年月日
1960年５月13日生

●所有する当社の株式の数
1,977株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1984年４月 当社入社
2006年７月 当社設計第一部第二課 課長
2010年７月 当社設計第一部 部長兼第二課 課長
2019年６月 当社執行役員開発副本部長兼設計第一部 部長
2020年６月 当社執行役員開発本部長兼設計第一部 部長（現任）

重要な兼職の状況
なし

取締役候補者とした理由
同氏は、長年にわたり当社主要製品の設計業務に携わり、2019年
からは開発部門全体の責任者を務めております。同部門で培った豊
富な識見は、今後当社の経営基盤強化に不可欠である製品の品質向
上に幅広く必要であると考え、新任の取締役として選任をお願いす
るものです。

候補者番号

6
おおかみ よし あき

狼 嘉 彰
再任 社外 独立
●生年月日
1939年７月26日生

●所有する当社の株式の数
　 2,638株
●取締役会への出席状況
12/12（100 ％）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1968年４月 科学技術庁航空宇宙技術研究所宇宙研究グループ研究員
1991年４月 東京工業大学工学部機械宇宙学科教授
1999年４月 (財)宇宙開発事業団技術研究本部特任参事・技術総監
2000年４月 東京工業大学名誉教授（現任）
2000年４月 慶應義塾大学システムデザイン工学科教授
2008年４月 慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研

究科長・教授
2011年４月 慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究所顧

問（現任、現在は名誉顧問）
2014年６月 当社取締役（現任）

重要な兼職の状況
東京工業大学名誉教授
慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究所名誉顧問
独立行政法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）宇宙太陽光発電システ
ム基盤技術検討委員会委員長

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
同氏は、航空宇宙技術研究開発に長年携わっており、当社の社外取
締役に就任以降、主に当社製品の開発・設計等に関し、貴重なご意
見を頂いております。今後も機械系メーカーである当社の技術的な
発展および企業価値向上のため、社外取締役として、引き続き選任
をお願いするものです。また、同氏は直接会社経営に関与された経
験はありませんが、大学教授を歴任しており、豊富な経験、識見か
ら当社の社外取締役として職務を適切に遂行していただけると判断
しております。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総
会終結の時をもって、７年となります。
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（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
当該保険契約は、故意または重過失等の一部免責事項を除き、被保険者である当社取締役がその職務
につき行った行為に起因して生じる被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が補填されるものであ
り、被保険者すべての保険料を当社が負担しております。なお、各取締役候補者の選任が承認可決さ
れた場合には当該契約を更新する予定です。

3. 狼嘉彰氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で締結している会社法第427条第１項に定める
賠償責任を限定する契約を継続し、当該契約に基づく責任限度額については法令が規定する額とする
予定です。

4. 当社は狼嘉彰氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、
本総会において再任が承認された場合、引き続き独立役員とする予定です。

5. 各候補者の所有する当社の株式の数は、役員または従業員持株会における持分を含んでおります。

【ご参考】社外役員の独立性判断基準
　東京証券取引所で定める独立性に関する要件を充足する者を当社から独立性を有するものとする。
　但し、以下に該当する者については、その実態を踏まえて慎重に独立性を判断する。
　１．当社から役員報酬以外に多額の報酬を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家。
　２．当社から多額の寄付等を受ける者、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者。
　３．当社の主要株主、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者。
　４．次に掲げる者（重要でない者は除く）の近親者。
　 Ａ．上記１～３に該当する者。
　 Ｂ．当社およびその子会社の取締役、監査役、執行役員および重要な使用人等。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）に対する譲渡
制限付株式の割当てのための報酬決定の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額は、2016年６月29日開催の当社第
117回定時株主総会において、年額300百万円以内(使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない)
として、ご承認をいただいております。
今般、当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。以下、「対象取

締役」という）が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇および企業価値向
上への貢献意欲を従来以上に高めるため、対象取締役に対し、一定の譲渡制限期間および当社による
無償取得事由等の定めに服する当社普通株式（以下、「譲渡制限付株式」という）を下記のとおり割
り当てることといたしたいと存じます。
つきましては、対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたしまして、上記の取締役の報

酬等の額の範囲内にて、対象取締役に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬
債権の総額を、年額30百万円以内として設定いたしたいと存じます。なお、譲渡制限付株式の割当て
は、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案して決定しており、その内容は相
当なものであると考えております。
また、現在の当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は７名（うち社外取締役１名）であ

り、第２号議案のご承認が得られた場合、取締役（監査等委員である取締役を除く）は６名（うち社
外取締役１名）となります。

記

≪対象取締役に対する譲渡制限付株式の具体的な内容および数の上限≫
　１．譲渡制限付株式の割当ておよび払込み

当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬として上記の年
額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付
することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。
なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行または処分に係る当社取締役会決議の日の前営業日にお
ける東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直
近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならな
い範囲で当社取締役会において決定する。
また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していることおよび下記3.に定める
内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支給する。
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　２．譲渡制限付株式の総数
対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数20,000株を、各事業年度において割り当てる譲

渡制限付株式の数の上限とする。
ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む）ま

たは株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制限付株式の総数の調整を必要
とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整することができる。

　３．譲渡制限付株式割当契約の内容
譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割当てを受ける
対象取締役との間で締結する譲渡制限付株式割当契約は、以下の内容を含むものとする。

　 （１）譲渡制限の内容
譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役を退任す
るまでの間（以下、「譲渡制限期間」という）、当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以
下、「本割当株式」という）につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、
遺贈その他一切の処分行為をすることができない（以下、「譲渡制限」という）。

　 （２）譲渡制限付株式の無償取得
当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来す
る当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役を退任した場合には、当社取締役会が正当と
認める理由がある場合を除き、本割当株式を当然に無償で取得する。
また、本割当株式のうち、上記(1)の譲渡制限期間が満了した時点において下記(3)の譲渡制限の解除
事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、当社はこれを当然に無償で取得
する。

　 （３）譲渡制限の解除
当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来す
る当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役の地位にあったことを条件として、本割当
株式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
ただし、当該対象取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開始日以降、

最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役を退任した場合には、譲渡制限
を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとす
る。

　 （４）組織再編等における取扱い
当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約
または株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関
して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合（当該組
織再編等の効力発生日が期間満了時点より前に到来するときに限る。以下、「組織再編等承認時」とい
う）であって、かつ当該組織再編等に伴い譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が当社の取締役
を退任することとなる場合には、当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等
の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日
に先立ち、譲渡制限を解除する。
また、組織再編等承認時には、当社は、当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもって、同日にお
いて譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

以上
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　(添付書類)
　

事 業 報 告 （2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）における我が国経済は、
新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言の発令を受け、各自治体からの外出および
営業自粛要請もあり、個人消費を含め経済活動全般が停滞いたしました。欧米市場において
も国内同様に需要の減少が見られました。一方、中国市場では政府の景気刺激策もあり需要
の増加が見られました。しかしながら競合である現地メーカーとの販売競争は厳しさを増
し、建設機械全体では総じて前年同期に比し厳しい状況が継続いたしました。
このような状況下、当社グループでは国内外における需要の減少に対応するため生産調整
による在庫調整に加え、経費削減策を推進するなど業績の改善に努めてまいりましたが、当
連結会計年度の経営成績につきましては、売上高は585億1千9百万円(前年同期比75.1％)、
営業損失28億1千万円（前年同期は営業損失2億8千2百万円）、経常損失19億2千1百万円
(前年同期は経常損失4億4千4百万円)となり、親会社株主に帰属する当期純損失57億3千8
百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失13億2千9百万円）と非常に厳しい結
果となりました。主要事業における売上高の減少による損失に加え、2020年7月に開業し
たホテルにつきましても新型コロナウイルス感染拡大の影響が大きく、減損損失7億4百万
円を計上しました。
また、新型コロナウイルス感染症のワクチン普及等により2022年3月期第2四半期以降、

国内需要の回復を見込んでおりますが、その可能性につきましては不透明さが拭えないこと
から繰延税金資産の一部を取り崩し、法人税等調整額を29億4千1百万円計上しました。
なお、これまで非連結子会社であった三陽電器株式会社は今後の成長戦略の重要性を勘案
し当該連結会計年度末より連結範囲に含めております。
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≪セグメント別の状況≫
　① 日本

国内向け建設機械は、公共投資が底堅く推移した一方、民間の設備投資につきましては新
型コロナウイルス感染拡大の影響から顧客の投資抑制に対する意識が働いたこともあり、需
要は減少しました。海外向け建設機械につきましても、新型コロナウイルス感染拡大の影響
による経済活動の低迷に伴い需要は減少しました。日本の売上高は512億7千7百万円(前年
同期比76.5％)となりました。セグメント損失は25億1千1百万円(前年同期はセグメント損
失13億5百万円)となりました。

　② 中国
中国においては、新型コロナウイルス感染症の拡大を抑制できたことに加え、中国政府の
景気刺激策もあり需要は増加しました。しかしながら現地メーカーの値下げ攻勢に苦戦し売
上高は減少しました。中国の売上高は66億8千5百万円(前年同期比68.1％)となりました。
セグメント利益は3億4千9百万円(前年同期比29.5％)となりました。

　③ その他
その他は、新型コロナウイルス感染症の影響により欧州を中心に依然として厳しい状況が
続いております。その他の売上高は29億4千1百万円(前年同期比59.8％)となりました。セ
グメント損失は10億6千3百万円(前年同期はセグメント損失6億4千4百万円)となりました。

≪主要品目別売上高の状況≫
　 単位：百万円
品目名 今期（2020年度） 前期（2019年度） 前年同期比
建設用クレーン 34,773 47,813 72.7％
油圧ショベル等 22,142 29,029 76.3％
その他 1,604 1,051 152.6％

（2）設備投資および資金調達の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は28億4百万円となりました。主なものとしては
ホテル建設に伴う新規設備に19億7千4百万円であります。
　また、当連結会計年度において特記すべき資金調達はありません。
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（3）対処すべき課題
　今後、国内においてはワクチンの普及により、新型コロナウイルス感染症の影響が収束し
ていくことが見込まれる一方で、経済活動が感染拡大以前の水準まで回復するかは依然、不
透明な状況にあります。また、海外においては、中国を中心に需要の増加が見られるもの
の、現地メーカーとの販売競争は厳しさを増しております。
　当社は、2019年に策定いたしました「中期経営計画2019-2021 ―Progress To The
Next Stage― 次なるステージに進化」において、総合建機メーカーを目指し、様々な取り
組みを行ってまいりました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響によるお客様
の動向の変化や、競合他社との競争激化など、事業環境は著しく変化しており、大きく方針
の転換を迫られております。事業環境に合わせた方針を策定し、早期に業績改善を行い、将
来に向けた再成長を実現していくために「KATO Reborn Project」を立ち上げました。
本プロジェクトにおける重点テーマは以下のとおりです。
・製品ポートフォリオの見直しによる収益の最大化
・開発資源の集中による製品開発の加速
・グローバル戦略の見直しおよびサプライチェーンの再構築
・抜本的なコスト構造の見直し
・アフターマーケットへの更なる注力
　喫緊の課題である早期の業績改善はもちろん、現状の当社が抱える課題と正面から向き合
い、厳しい事業環境下にも動じない強固な経営基盤づくりを進めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申
し上げます。

（4）継続企業の前提に関する重要事象等
　当社が取引金融機関との間で締結しているシンジケートローン契約、コミットメントライ
ン契約およびその他借入金契約の内、借入金残高135億4千4百万円は財務制限条項が付さ
れているものがあります。
　当連結会計年度末において、以下の条項に抵触している状況にあり、継続企業の前提に関
する重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。
・135億4千4百万円の内、15億円については、各事業年度末日における単体または連結の
損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと
・135億4千4百万円の内、108億9千4百万円については、各事業年度末日における連結の
損益計算書に記載される経常損益を2期連続して損失としないこと
　このような状況を解消するため、当連結会計年度において費用の抑制、在庫調整、足元の
収益改善を行ってきました。また、早期の業績改善等を計画した「KATO Reborn
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Project」を立ち上げ構造改革を進めてまいります。主要銀行とはこうした取り組み等につ
いて、建設的な協議を実施していることから、今後も継続的な支援が得られるものと考えて
おります。
　2022年3月期より「KATO Reborn Project」を早期に実行し、経営基盤の強化と収益
性向上に伴う着実な企業価値拡大を実現させ、業績および財務状況の改善により財務制限条
項の解除に努めてまいります。
　したがって、当社グループには、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められない
と判断しております。
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（5）財産および損益の状況の推移
　

区 分 第119期
（2018年３月期）

第120期
（2019年３月期）

第121期
（2020年３月期）

第122期
（当連結会計年度）
（2021年３月期）

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 86,974 85,409 77,894 58,519

百万円 百万円 百万円 百万円
親会社株主に帰属する当期純利益または
親会社株主に帰属する当期純損失(△) 3,033 3,034 △1,329 △5,738

円 円 円 円
１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失(△) 258.91 258.99 △113.50 △489.75

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 120,253 125,557 125,393 115,822

百万円 百万円 百万円 百万円

純 資 産 57,009 58,496 55,569 51,494

（注）1. １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失(△)は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出
しております。
2. 第122期（当連結会計年度）における経営成績の概況につきましては、「(1) 事業の経過およびその
成果」に記載のとおりであります。
　

（6）重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

加藤（中国）工程机械有限公司 62,500千米ドル 100％ 油圧ショベル等の製品および部品の製造販売

加藤中駿（厦門）建機有限公司 3,000万人民元 51.0％ 油圧ショベル等の製品および部品の製造販売

KATO WORKS (THAILAND) CO.,LTD. 1,200,000千タイバーツ 100％ 建設用クレーンの製品および部品の製造販売

KATO IMER S.p.A. 3,400千ユーロ 51.0％ ミニショベル等の製品および部品の製造販売

（注） 当社の連結子会社は上記の重要な子会社４社を含む７社であります。
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（7）主要な事業内容
　

区 分 主要な製品および事業内容

建 設 用 ク レ ー ン ラフテレーンクレーン、オールテレーンクレーン、クローラクレーン、トラック
クレーン他の製造ならびに販売

油 圧 シ ョ ベ ル 等 油圧ショベル・ミニショベル、クローラキャリア、アースドリル他の製造ならび
に販売

そ の 他 路面清掃車、万能吸引車他の製造ならびに販売

　
（8）主要な営業所および事業所
　 ① 当社
　

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 品 川 区 東 京 支 店 東 京 都 品 川 区

茨 城 工 場 茨 城 県 猿 島 郡 五 霞 町 横 浜 支 店 神 奈 川 県 横 浜 市

群 馬 工 場 群 馬 県 太 田 市 名 古 屋 支 店 愛 知 県 名 古 屋 市

坂 東 工 場 茨 城 県 坂 東 市 大 阪 支 店 大 阪 府 大 阪 市

北 海 道 支 店 北 海 道 札 幌 市 中 国 支 店 広 島 県 広 島 市

東 北 支 店 宮 城 県 仙 台 市 四 国 支 店 香 川 県 高 松 市

北 関 東 支 店 埼 玉 県 さ い た ま 市 九 州 支 店 福 岡 県 福 岡 市

千 葉 支 店 千 葉 県 千 葉 市 沖 縄 支 店 沖 縄 県 那 覇 市
　
　 ② 重要な子会社
　

会 社 名 所 在 地

加 藤 （中 国） 工 程 机 械 有 限 公 司 中国江蘇省昆山市

加 藤 中 駿 （厦 門） 建 機 有 限 公 司 中国福建省厦門市

KATO WORKS (THAILAND) CO.,LTD. タイ王国ラヨーン県

KATO IMER S.p.A. イタリア共和国トスカーナ州
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（9）従業員の状況
　 ① 企業集団の従業員の状況
　 従業員数1,268名
　 ② 当社の従業員の状況
　

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 性 783 名 １（減） 名 40.1 才 14.1 年

女 性 117 ５（増） 40.1 12.0
合計または平均 900 ４（増） 40.1 13.9
（注） 従業員数は、就業人員であります。

（10）主要な借入先
　

借 入 先 借 入 残 高
株 式 会 社 り そ な 銀 行 13,118 百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 8,416 百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,776 百万円
株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 4,772 百万円
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 46,800,000株

（2）発行済株式の総数 11,743,587株 （自己株式 26,317株を含む）

（3）株主数 6,982名
　
（4）大株主（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 714 千株 6.10 ％

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 652 5.57
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 648 5.53
株 式 会 社 り そ な 銀 行 573 4.89
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 519 4.43
加 藤 公 康 341 2.91
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 228 1.95
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口 ９） 202 1.73
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 195 1.67
住 友 生 命 保 険 株 式 会 社 186 1.59
（注） 持株比率は、自己株式（26,317株）を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 加 藤 公 康 加藤（中国）工程机械有限公司董事
KATO WORKS（THAILAND）CO.,LTD.取締役

取締役専務執行役員 岡 田 美 津 男 製造本部長兼茨城工場長
ISO・プロダクトサポート部・品質保証部担当

取締役常務執行役員 井 上 芳 樹 総務人事統括部長兼HICOM事業部長
内部統制・コンプライアンス部担当

取締役執行役員 小 西 二 郎

財務統括部長
管理部、情報システム部、広報部担当
加藤（中国）工程机械有限公司監事
KATO EUROPE B.V.取締役

取締役執行役員 白 雲 峰

中国統括本部長
中国総代表
加藤（中国）工程机械有限公司董事長総経理
KATO WORKS（THAILAND）CO.,LTD.取締役

取締役執行役員 渡 邊 孝 雄 国内営業本部長兼建設機械営業部長

取締役執行役員 石 居 孝 嗣

海外統括本部長兼海外営業部長
KATO IMER S.p.A.取締役
KATO EUROPE B.V.社長
ICOMAC,INC.社長

取 締 役 狼 嘉 彰

東京工業大学名誉教授、慶應義塾大学システムデザ
イン・マネジメント研究所名誉顧問、独立行政法人
宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）宇宙太陽光発電
システム基盤技術検討委員会委員長

取 締 役
（常勤監査等委員） 柳 義 孝

取 締 役
（監 査 等 委 員） 室 中 道 雄 室中公認会計士事務所代表

取 締 役
（監 査 等 委 員） 今 井 博 紀 多田総合法律事務所 弁護士

取 締 役
（監 査 等 委 員） 座 間 眞 一 郎 学校法人玉川学園理事長付
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（注）1. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
（1）取締役 白雲峰氏は、2021年４月２日に逝去され、同日付で取締役を退任いたしました。
（2）取締役（監査等委員）柳義孝氏は、2020年６月26日開催の第121回定時株主総会において、新た

に選任され、就任いたしました。
（3）取締役（監査等委員）工藤和博氏は、2020年６月26日開催の第121回定時株主総会終結の時をも

って、任期満了により退任いたしました。
2. 取締役狼嘉彰、取締役（監査等委員）室中道雄、取締役（監査等委員）今井博紀、取締役（監査等
委員）座間眞一郎の各氏は、社外取締役であります。
3. 取締役狼嘉彰、取締役（監査等委員）室中道雄、取締役（監査等委員）今井博紀、取締役（監査等
委員）座間眞一郎の各氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
4. 取締役（監査等委員）室中道雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相
当程度の知見を有しております。
5. 常勤の監査等委員に柳義孝氏を選定した理由といたしましては、監査等委員の監査・監督機能を強
化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集および重要な社内会議における情報共有ならびに
内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするためであります。

　
（2）責任限定契約の内容の概要

当社は業務執行を行わない取締役について、その期待される役割を十分に発揮できるよう
にするため、会社法第427条第１項および当社定款第27条の規定に基づき、損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定
する額としております。
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（3）取締役の報酬等の額
　 ① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社取締役の報酬については、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十
分に機能することを目的とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責、業績等を踏
まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の
報酬は固定報酬としての基本報酬と業績連動報酬等および非金銭報酬等の構成とし、監督
機能を担う監査等委員である取締役および社外取締役については、その職務を鑑みて基本
報酬のみとしております。

　 ② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
2016年６月29日開催の第117回定時株主総会において監査等委員を除く取締役の報酬
額については、総枠で年額300百万円以内（但し、使用人兼務取締役の使用人分の給与は
含まない）、監査等委員である取締役の報酬額については、総枠で年額50百万円以内とす
ることを決議いたしました。なお、取締役の員数については定款で12名以内（うち監査
等委員である取締役は５名以内）と定めており、当該議案の決議時点における監査等委員
であるものを除く取締役は６名（うち社外取締役１名）、監査等委員である取締役は３名
でした。

　 ③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬額については、当社全体の業
績に加え、各取締役の担当事業および委嘱業務の業績を踏まえた評価を行うため、業務執
行の最高責任者である代表取締役社長の加藤公康が取締役会より委任を受け内容の決定を
しております。第122期における各取締役の報酬額については上記に従い算定することで
2020年６月26日開催の取締役会にて決議しております。なお、監査等委員である取締役
の各報酬額は、監査等委員の協議により決定しております。
④ 取締役の報酬等の総額等

　

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員であるものを除く） 116 116 － － ８

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 29 29 － － ４

合 計
（う ち 社 外 役 員）

145
（27）

145
（27）

－
（－）

－
（－）

12
（４）

（注）1. 上記、取締役の報酬等の額には、使用人分給与は含まれておりません。
2. 当事業年度において業績連動報酬等および非金銭報酬はございません。
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（4）社外役員に関する事項
　 ① 重要な兼職先と当社との関係

取締役狼 嘉彰氏の兼職先である東京工業大学、慶應義塾大学システムデザイン・マネ
ジメント研究所、独立行政法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）と当社の間には特別な
関係はありません。
取締役（監査等委員）室中道雄氏の兼職先である室中公認会計士事務所と当社の間には
特別な関係はありません。
取締役（監査等委員）今井博紀氏の兼職先である多田総合法律事務所と当社の間には特
別な関係はありません。
取締役（監査等委員）座間眞一郎氏の兼職先である学校法人玉川学園と当社の間には特
別な関係はありません。
　

　 ② 主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 狼 嘉 彰
当事業年度開催の取締役会12回のすべてに出席し、大
学教授としての専門的な見地から、必要に応じて当社
の経営上有用な指摘、発言を行っております。

取締役（監査等委員） 室 中 道 雄
当事業年度開催の取締役会12回、監査等委員会12回
のすべてに出席し、公認会計士として企業会計に精通
する専門的見地から当社の経営上有用な指摘、発言を
行っております。

取締役（監査等委員） 今 井 博 紀
当事業年度開催の取締役会12回中11回、監査等委員
会12回のすべてに出席し、弁護士として企業法務全般
に関する専門的な見地から、必要に応じて当社の経営
上有用な指摘、発言を行っております。

取締役（監査等委員） 座 間 眞 一 郎
当事業年度開催の取締役会12回中11回、監査等委員
会12回のすべてに出席し、学園理事として培った経営
全般に関する幅広い見地から、必要に応じて当社の経
営上有用な指摘、発言を行っております。
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4. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称
　 東陽監査法人
　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　 ① 当事業年度に係る報酬等の額

48百万円
　 ② 当社ならびに当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

48百万円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係
る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況や報酬見積りの算出根拠などを確
認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。
3. 当社の子会社の一部は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任の議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員
会が選任した監査等委員は、解任後最初の招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨およびその理由を報告いたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額および株数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

2021年３月31日現在
　

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

85,694
14,782
32,813
25,695
5,568
9,550
1,019
△3,735
30,127
25,235
12,662
3,162
6,884
306
1,322
896
422
4,469
2,214
2,483
1,257
962

△2,447

流 動 負 債 36,802
支払手形及び買掛金 4,313
電 子 記 録 債 務 7,940
リ ー ス 債 務 176
短 期 借 入 金 14,193
1年内償還予定の社債 524
1年内返済予定の長期借入金 5,894
未 払 法 人 税 等 116
賞 与 引 当 金 475
製 品 保 証 引 当 金 972
そ の 他 2,195
固 定 負 債 27,524
社 債 3,612
長 期 借 入 金 21,973
退職給付に係る負債 538
リ ー ス 債 務 137
繰 延 税 金 負 債 1,113
そ の 他 149
負 債 合 計 64,327
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 48,194
資 本 金 2,935
資 本 剰 余 金 7,109
利 益 剰 余 金 38,188
自 己 株 式 △38
その他の包括利益累計額 2,312
その他有価証券評価差額金 73
為替換算調整勘定 2,330
退職給付に係る調整累計額 △91
非支配株主持分 987

純 資 産 合 計 51,494
資 産 合 計 115,822 負債及び純資産合計 115,822

　（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

2020年４月１日から2021年３月31日まで
科 目 金 額 金 額

百万円 百万円
売 上 高 58,519
売 上 原 価 52,888
売 上 総 利 益 5,631
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,442
営 業 損 失 2,810
営 業 外 収 益
受 取 利 息 58
割 賦 販 売 受 取 利 息 75
受 取 配 当 金 17
為 替 差 益 242
受 取 賃 貸 料 104
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 545
製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 156
そ の 他 419 1,619

営 業 外 費 用
賃 貸 費 用 371
支 払 利 息 246
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 21
支 払 手 数 料 53
そ の 他 38 731

経 常 損 失 1,921
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 108 108

特 別 損 失
減 損 損 失 704 704

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 2,517
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 290
法 人 税 等 調 整 額 2,941 3,231
当 期 純 損 失 5,748
非支配株主に帰属する当期純損失 10
親会社株主に帰属する当期純損失 5,738

　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

2021年３月31日現在
　

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
関係会社短期貸付金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

64,266
9,961
6,489
13,568
19,971
4,535
7,402
206
2,194
349
△413
32,919
21,083
9,065
1,319
2,612
126
409
5,938
306
1,304
246
212
11
22

11,589
369
8,997
620
3,223
31
920

△2,573

流 動 負 債 30,607
支 払 手 形 645
電 子 記 録 債 務 7,940
買 掛 金 2,710
短 期 借 入 金 10,230
1年内償還予定の社債 524
1年内返済予定の長期借入金 5,278
未 払 金 208
未 払 法 人 税 等 61
未 払 費 用 303
前 受 金 52
リ ー ス 債 務 176
預 り 金 120
賞 与 引 当 金 471
製 品 保 証 引 当 金 944
そ の 他 941
固 定 負 債 26,194
社 債 3,612
長 期 借 入 金 21,852
退 職 給 付 引 当 金 405
リ ー ス 債 務 137
繰 延 税 金 負 債 31
そ の 他 155
負 債 合 計 56,802
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 40,312
資 本 金 2,935
資 本 剰 余 金 7,109
資 本 準 備 金 7,109
利 益 剰 余 金 30,306
利 益 準 備 金 733
そ の 他 利 益 剰 余 金 29,572
研 究 開 発 積 立 金 1,460
別 途 積 立 金 26,560
繰 越 利 益 剰 余 金 1,552

自 己 株 式 △38
評価・換算差額等 70
その他有価証券評価差額金 70
純 資 産 合 計 40,382

資 産 合 計 97,185 負債及び純資産合計 97,185
　

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書　

2020年４月１日から2021年３月31日まで
　

科 目 金 額 金 額
百万円 百万円

売 上 高 51,277
売 上 原 価 46,557
売 上 総 利 益 4,719
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,168
営 業 損 失 2,448
営 業 外 収 益
受 取 利 息 47
割 賦 販 売 受 取 利 息 72
受 取 配 当 金 323
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 179
為 替 差 益 84
受 取 賃 貸 料 120
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 660
製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 137
そ の 他 372 1,998
営 業 外 費 用
賃 貸 費 用 371
支 払 利 息 150
社 債 利 息 13
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 132
支 払 手 数 料 38
そ の 他 27 733
経 常 損 失 1,183
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 108 108
特 別 損 失
子 会 社 株 式 評 価 損 132
減 損 損 失 704 836
税 引 前 当 期 純 損 失 1,912
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 100
法 人 税 等 調 整 額 2,893 2,993
当 期 純 損 失 4,905

　

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月13日

　株式会社 加 藤 製 作 所
　 取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 杉 真 剛 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 稲 野 辺 研 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 南 泉 充 秀 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社加藤製作所の2020年４月１日から2021年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社加藤製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結
計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない
場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・ 連結計算書類の表示および注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去または軽減するためにセーフ
ガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月13日

　株式会社 加 藤 製 作 所
　 取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 小 杉 真 剛 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 稲 野 辺 研 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 南 泉 充 秀 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社加藤製作所の2020年４月１日から
2021年３月31日までの第122期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第122期事業年度における取締役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2021年５月14日
株式会社加藤製作所 監査等委員会
常勤監査等委員 柳 義 孝 ㊞
監査等委員 室 中 道 雄 ㊞
監査等委員 今 井 博 紀 ㊞
監査等委員 座 間 眞 一 郎 ㊞

（注） 監査等委員 室中道雄、今井博紀及び座間眞一郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。

以 上
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・品川プリンスホテルメインタワー入口から２階までエスカレーターをご利用いただき、２階より宴会場専用エレ
ベーターで32階の会場受付までお越しください。

・ご来場に際しましては、公共交通機関のご利用をお願い申し上げます。
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